
電
子
自
治
体
に
関
す
る
市
町
村
の
取
り
組
み

電
算
経
費
削
減
に
関
す
る
報
告
に
つ
い
て

山
梨
県
市
町
村
総
合
事
務
組
合  

電
子
自
治
体
推
進
室	

野
中 
義
法

電子自治体コーナー

　

本
組
合
に
設
置
さ
れ
て
い
る
電
子
自

治
体
の
推
進
に
関
す
る
研
究
会（
市
町

村
情
報
担
当
者
に
よ
り
構
成
）に
お
い

て
、平
成
二
十
五
年
度
の
主
要
テ
ー
マ
を

「
電
算
関
係
経
費
の
削
減
に
向
け
た
調

査
・
検
討
」と
し
て
掲
げ
、具
体
的
な
調

査
・
研
究
は
ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ（
以

下「
Ｗ
Ｇ
」と
い
う
）を
設
置
し
て
行
う

こ
と
と
し
た
。

　

Ｗ
Ｇ
は
、「
情
報
機
器
・
シ
ス
テ
ム

運
用
と
事
業
継
続
Ｗ
Ｇ
」、「
番
号
制

度
対
応
Ｗ
Ｇ
」、「
電
子
調
達
Ｗ
Ｇ
」の

三
グ
ル
ー
プ
を
設
置
し
、六
月
か
ら
十
一

月
ま
で
毎
月
開
催
し
、十
二
月
に
報
告

書
を
ま
と
め
た
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　
そ
れ
ぞ
れ
の
Ｗ
Ｇ
で
ま
と
め
た
報
告

内
容
に
つ
い
て
は
、以
下
の
と
お
り
で

あ
る
。

　

具
体
的
な
検
討
目
標
と
し
て
、ク
ラ

ウ
ド
サ
ー
ビ
ス
や
仮
想
化
技
術
と
い
っ

た
方
法
を
調
査
・
研
究
し
、自
治
体
に

合
っ
た
情
報
シ
ス
テ
ム
の
効
果
的
な
シ
ス

テ
ム
更
新
及
び
シ
ス
テ
ム
新
規
導
入
方

法
を
選
択
で
き
る
評
価
書
案
の
作
成
、

ま
た
、平
常
時
及
び
災
害
時
に
お
け
る

情
報
機
器
の
運
用
方
法
案
を
作
成
す
る

こ
と
と
し
た
。

 

一	
シ
ス
テ
ム
の
管
理
・
運
用
方
法
及

び
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
方
法
に
つ
い
て

の
調
査
・
研
究

　

四
つ
の
運
用
方
法（
Ｓａａ
Ｓ
、Ｉａａ

Ｓ
、仮
想
化
、１
シ
ス
テ
ム
１
サ
ー
バ
）に

つ
い
て
、「
災
害
面
」
「
価
格
面
」
「
運

用
面
」の
三
つ
の
カ
テ
ゴ
リ
ー
で
メ
リ
ッ

ト
と
デ
メ
リ
ッ
ト
を
調
査
し
考
察
し
た

結
果
、シ
ス
テ
ム
を
Ｓ
ａ
ａ
Ｓ
方
式
で
運

用
し
、且
つ
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
を
自
庁
に
置

く
方
法
が
一
番
高
評
価
で
あ
る
こ
と
か

ら
、こ
の
方
法
が
ベ
ス
ト
な
運
用
方
法
で

あ
る
と
結
論
づ
け
た
。

二	

シ
ス
テ
ム
の
調
達
方
法
に
つ
い
て

の
調
査
・
研
究

　
「
既
存
事
業
者
と
の
随
意
契
約
」「
競

争
原
理
を
働
か
せ
る
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方

式
の
入
札
」「
通
常
の一般（
指
名
）競
争

入
札
」に
つ
い
て
、メ
リ
ッ
ト
と
デ
メ
リ
ッ

ト
を
整
理
し
考
察
し
た
結
果
は
そ
れ
ぞ

れ
次
の
と
お
り
で
あ
る
。

・「
随
時
契
約
」

　

既
存
事
業
者
か
ら
の
方
が
確
実
に

安
価
で
あ
る
場
合
や
早
急
な
対
応
が

必
要
と
さ
れ
る
場
合
に
採
用
が
考
え

ら
れ
る
が
、調
達
手
続
の
透

明
性
や
公
平
性
を
担
保
す

る
必
要
が
あ
る
た
め
採
用
に

は
注
意
す
べ
き
で
あ
る
。

・「
プ
ロ
ポ
ー
ザ
ル
方
式
」

　

広
範
囲
に
及
ぶ
シ
ス
テ
ム

調
達
に
向
い
て
い
る
。シ
ス
テ

ム
調
達
に
は
、実
施
体
制
や

実
施
方
針
、技
術
提
案
等
に

関
す
る
提
案
書
か
ら
採
用

を
決
め
る
当
該
方
式
を
採

用
す
べ
き
で
あ
る
。

・「一般（
指
名
）競
争
入
札
」

　

情
報
通
信
機
器
等
の
仕

様
が
決
ま
っ
て
い
る
も
の
な

ど
、ど
の
業
者
で
も
差
異
が

生
じ
な
い
も
の
は
当
該
方
式

を
採
用
す
る
こ
と
が
妥
当
で

あ
る
。

三	

事
業
継
続（
Ｉ
Ｃ
Ｔ‐Ｂ
Ｃ
Ｐ
）に
関

し
て

　

事
業
継
続
に
関
し
て
は
、検
討
時
間

が
無
く
調
査
・
研
究
で
き
な
か
っ
た
た

め
、当
Ｗ
Ｇ
を
継
続
し
、Ｉ
Ｃ
Ｔ‐Ｂ
Ｃ
Ｐ

の
初
動
に
特
化
し
た
調
査
・
研
究
を
行
っ

て
い
く
こ
と
と
し
た
。

Ⅰ	

は
じ
め
に

Ⅱ		

情
報
機
器
・
シ
ス
テ
ム
運

用
と
事
業
継
続
Ｗ
Ｇ

1

1

1

1

1

11

1

11

2

2

1 2

1 2

2

2

2

1 2

2

3

3

3

3

3

3

4

4

4

4

4

3 4

3 4

3 4

4

2 3 4

2 3 4

SaaS IaaS 仮想化 1システム1サーバ

管理
（平時）

障害
（平時）

価格

職員の負担
（情報担当）

ハードウェアの障害

ハードウェアの障害

改修コスト

地域内で災害が発生

地域外で災害が発生

地域内で災害が発生

地域外で災害が発生

初期費用
維持管理費用　含

初期費用
維持管理費用　含

障害
（平時）

価格

地域内災害

地域外災害

地域内災害

地域外災害

カスタマイズ
（法改正時・コスト削減）

◎システム

◎バックアップ

項目 定義 最有利 有利 不利 最不利

項目 定義 最有利 有利 不利 最不利

図1　システム・バックアップについての考察
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昨
年
五
月
に「
番
号
法
」が
成
立
し

た
こ
と
に
よ
り
市
町
村
で
多
岐
に
渡
る

対
応
が
必
要
と
な
る
こ
と
か
ら
、そ
の

対
応
に
つ
い
て
調
査
・
研
究
す
る
こ
と

と
し
た
。具
体
的
に
は
、番
号
制
度
対
応

に
お
け
る
市
町
村
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案
作

成
及
び
情
報
保
護
評
価
書
の
例
示
作

成
を
す
る
こ
と
と
し
た
。

 

一	

ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案
の
作
成

　

市
町
村
の
番
号
制
度
対
応
に
と
っ
て

有
益
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案
と
し
て「
具
体

的
な
内
容
」
「
方
法
」
「
課
題
」を
織
り

交
ぜ
て
作
成
提
示
す
る
こ
と
と
し
、「
制

度
対
応
庁
内
体
制
等
の
確
立
」
「
影
響

度
調
査
・
検
討
」
「
例
規
等
改
正
対
応
」

「
情
報
保
護
評
価
実
施
」
「
情
報
提
供

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
関
係
シ
ス
テ
ム
検
討
」「
シ

ス
テ
ム
整
備
関
連
」
「
事
業
者
と
し
て
の

番
号
制
度
対
応
」の
項
目
に
お
い
て
、具

体
的
な
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案
を
作
成
し
た
。

二	

情
報
保
護
評
価
書
の
例
示
作
成

　

評
価
対
象
と
し
て
、番
号
法
の
別
表

第
一
及
び
別
表
第
二
か
ら
、比
較
的
件

数
が
多
く
照
会
す
る
機
会
が
多
い
と
思

料
さ
れ
る
事
務
・
特
定
個
人
情
報
と
し

て
、生
活
保
護
・
地
方
税
・
国
民
健
康

保
険
・
介
護
保
険
・
住
民
記
録
を
選
定

し
、こ
れ
に
メ
ン
バ
ー
全
員
で
担
当
を
定

め
、「
し
き
い
値
評
価
書
」及
び「
重
点

項
目
評
価
書
」を
作
成
す
る
こ
と
と
し
、

そ
の
作
成
段
階
で
の
作
成
者
か
ら
の
感

想
や
留
意
点
を
併
せ
て
記
載
す
る
こ
と

と
し
た
。

　

成
果
物
と
し
て
、各
メ
ン
バ
ー
が
作
成

し
た
評
価
書
を
取
り
ま
と
め
、よ
り
例

示
の
主
旨
に
合
う
も
の
と
し
て「
生
活

保
護
シ
ス
テ
ム
」
「
住
民
税
シ
ス
テ
ム
」

「
国
民
健
康
保
険
シ
ス
テ
ム
」
「
介
護

保
険
シ
ス
テ
ム
」「
住
民
記
録
シ
ス
テ
ム
」

の
５
シ
ス
テ
ム
に
つ
い
て
、そ
れ
ぞ
れ「
し

き
い
値
評
価
書
」及
び「
重
点
項
目
評

価
書
」を
例
示
作
成
し
た
。併
せ
て
、

「
作
成
に
要
し
た
時
間
数
」
「
作
成
に

関
わ
っ
た
人
数
」
「
作
成
し
て
み
て
の
感

想
」
「
実
際
に
作
成
す
る
に
あ
た
っ
て
の

留
意
す
べ
き
点
」に
つ
い
て
も
ま
と
め
た
。

　

な
お
、番
号
制
度
に
お
い
て
は
五
年

間
に
及
ぶ
長
期
間
対
応
が
迫
ら
れ
る
た

め
、当
Ｗ
Ｇ
を
継
続
し
て
実
施
し
て
い
く

こ
と
と
し
た
。

　

入
札
関
連
事
務
の
電
子
化
に
つ
い
て

調
査
・
研
究
を
行
う
こ
と
と
し
、共
同

利
用
に
よ
る
電
子
調
達
シ
ス
テ
ム
導
入

を
前
提
と
し
た
中
で
よ
り
効
率
的
で
効

果
的
な
方
法
案
を
作
成
す
る
こ
と
と
し

た
。具
体
的
な
検
討
項
目
と
し
て「
入

札
参
加
資
格
申
請
の
共
同
受
付
」と

「
電
子
入
札
シ
ス
テ
ム
の
共
同
利
用
」に

つ
い
て
、そ
れ
ぞ
れ
切
り
離
し
て
調
査
・

研
究
す
る
こ
と
と
し
た
。

 

一	

入
札
参
加
資
格
申
請
の
共
同
受
付

に
つ
い
て

　

考
察
結
果
と
し
て
は
、申
請
要
件
及

び
提
出
書
類
の
整
理
統一を
図
る
と
と
も

に
、恒
常
的
に
確
認
が
必
要
と
な
る
内

容
に
つ
い
て
は
、必
要
事
項
を
業
者
登
録

カ
ー
ド
に
記
載
し
て
各
市
町
村
が
所
有

す
る
方
法
を
と
る
こ
と
と
し
、申
請
書
類

は
、共
同
受
付
団
体
が一括
で
保
管
す
る

こ
と
と
し
た
。経
費
面
で
は
、受
付
方
法

と
し
て「
や
ま
な
し
く
ら
し
ね
っ
と
電
子

申
請
機
能
」を
活
用
す
る
こ
と
が
ベ
ス
ト

な
方
法
で
あ
り
、こ
の
際
、業
者
デ
ー
タ

を
格
納
及
び
各
市
町
村
が
ダ
ウ
ン
ロ
ー

ド
す
る
た
め
の
新
た
な
シ
ス
テ
ム
を
構
築

す
る
必
要
が
あ
る
と
結
論
づ
け
た
。

　

各
市
町
村
が
同一時
期
に
同一事
務
を

行
っ
て
い
る
た
め
、共
同
受
付
を
具
現
化

す
る
こ
と
が
望
ま
し
い
と
し
、共
同
受
付

の
具
現
化
に
向
け
た
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
案

を
作
成
し
た
。

二	

電
子
入
札
シ
ス
テ
ム
の
共
同
利
用

に
つ
い
て

　

調
査
を
行
っ
た
結
果
、規
模
が

大
き
な
市
な
ど
は
高
額
入
札
が

多
い
が
規
模
の
小
さ
な
町
村
で

は
高
額
入
札
は
少
な
い
状
況
で

あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。経
費
面

で
は
、初
期
費
用
及
び
運
用
費

用
に
相
当
な
経
費
を
要
し
、案

件
数
が
多
く
な
け
れ
ば
費
用
対

効
果
が
で
な
い
と
い
え
る
た
め
、

高
額
な
入
札
案
件
が
少
な
い
町

村
も
含
め
て
の
共
同
化
は
極
め

て
厳
し
い
と
結
論
づ
け
た
。

　

以
上
、行
政
手
続
き
の
電
子

化
の
促
進
と
電
算
関
係
経
費
の

削
減
を
並
行
し
て
検
討
す
べ
く
各
Ｗ
Ｇ

を
設
置
し
て
調
査
・
研
究
を
進
め
て
き

て
思
う
こ
と
は
、ま
ず
各
市
町
村
に
お
け

る
共
通
の
課
題
を
皆
で
議
論
し
抽
出
し

て
い
く
こ
と
に
よ
り
、様
々
な
方
法
で
電

子
化
の
促
進
や
電
算
関
係
経
費
の
削
減

が
可
能
に
な
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。今
回

の
議
論
で
は
、共
同
処
理
が
そ
の
目
的
を

達
成
す
る
た
め
の一つ
の
方
法
と
し
て
挙

げ
ら
れ
た
が
、市
町
村
に
お
け
る
業
務
を

広
く
深
く
模
索
す
る
こ
と
に
よ
り
、更
な

る
効
果
が
生
ま
れ
効
率
的
な
方
法
が
見

出
せ
る
と
思
う
。そ
の
具
体
的
な
延
長

線
上
に
、事
務
の
共
同
処
理
で
あ
っ
た
り

シ
ス
テ
ム
の
共
同
利
用
が
あ
っ
た
り
す
る

と
考
え
る
。

　

今
後
も
引
続
き
、市
町
村
の
課
題
解

決
に
向
け
て
Ｗ
Ｇ
を
設
置
し
て
調
査
・

研
究
を
進
め
て
い
き
た
い
と
思
う
。

Ⅲ	

番
号
制
度
対
応
Ｗ
Ｇ

Ⅳ	

電
子
調
達
Ｗ
Ｇ

Ⅴ	

お
わ
り
に

H26
4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月

H27 H28 H29 H30

入札参加資格申請
受付時期
（◉：定期年）
（●：中間年）

番号制度
☆番号制度（法人番号通知）

※申請データ受入側システム（業者管理システム等）との整合（業種分類等）が必要

◆共同受付参加団体募集

◉23団体

●4団体

◉23団体

●4団体

●23団体

◉4団体

☆番号制度（番号利用）
☆番号制度（情報連携）

関連事項

検討・導入
スケジュール

共同受付詳細検討

◆共同受付（試行運用）
　定期年団体：1年受付
　中間年団体：1年受付

◆共同受付（本格運用）
　参加全団体：2年受付

申請DBサーバ構築

電子申請様式作成

図2　導入スケジュール案　
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公益財団法人 山梨県市町村振興協会 〒400-8587 甲府市蓬沢1-15-35 山梨県自治会館内
TEL.055-237-3153　FAX.055-237-5788

URL http://www.ympa.or.jp/
E-mail yamanashi@ympa.or.jp

〇概要
　地方分権の進展や少子高齢化・人口減少社会の到来、住民ニーズの高度化・多様化など社会経済環境が大き
く変化する中で、市町村の役割はますます大きくなっています。
　こうした中で、市町村職員には、直面する諸課題に的確に対応できる専門能力や長期的・将来的な見地に立った
政策形成能力等の一層の向上が求められております。
　本協会では、市町村職員人材育成事業の一環として、市町村職員の政策形成、実務遂行等の行政対応能力を一
層高めていただくため、当面する諸課題への対応又は新たな行政手法の導入等をテーマとして、県外先進市区町村
の調査研修を行っております（研修実施状況は、別表参照）。

〇平成26年度研修について
　研修テーマ及び研修先の選定は、毎年度、市町村の意向を把握したうえで行っており、平成26年度のテーマ等に
ついても、本研修意向調査を平成26年2月14日付け梨市振発第16号にて各市町村へ依頼しておりますので、テー
マや先進自治体の情報についてご教示いただけますようお願いします。
　また、研修のテーマや研修日程等決定したところで、順次、各コース毎研修を開催いたしますので、研修へのご参
加についてもご検討くださいますようよろしくお願いいたします。
　なお、本研修に要する旅費については、参加市町村の負担となりますが、当該旅費のうち本協会が、約3分の2を負
担いたします。

市町村職員先進施策調査研修について

年 度 テーマ 研修先1 研修先2 研修
受講者数

平成23年度

再生エネルギー活用 福岡県大木町 福岡県北九州市 8人

6次産業化・農商工連携 ㈱埼玉種畜牧場サイボクハム
（埼玉県日高市） 群馬県前橋市 5人

職員のメンタルヘルス 東京都目黒区 栃木県真岡市 7人

挑戦する職員 静岡県磐田市 静岡県浜松市 8人

平成24年度

市民講座を活かしたまちづくり 埼玉県八潮市 千葉県四街道市 6人

業務継続計画（ＢＣＰ） 東京都日野市 神奈川県藤沢市 7人

公共施設マネジメント～公共施
設白書作成からその取組まで～ 千葉県習志野市 神奈川県秦野市 11人

税の徴収対策・債権管理 千葉県船橋市 東京都国分寺市 8人

平成25年度
これからの地域交通

（デマンドバス） 埼玉県北本市 埼玉県加須市 7人

元気で健康なまちづくり 静岡県藤枝市 愛知県尾張旭市 6人

市町村職員先進施策調査研修実施状況

※平成25年度の実施件数の減は、平成26年2月中旬に予定していた2コースが大雪のため中止となったことによるもの。

40やまなし

市町村振興協会たより



委  員  長 上 野 原 市 企画課副主査 大神田道成
  
副委員長 富士河口湖町 政策財政課主事補 小林　　駆

委　　員 大　月　市  企画財政課主任 榎本　貢之
 山　梨　市  政策秘書課主査 飯島　幹根
 甲　州　市  政策秘書課副主査 飯島　慎也
 中　央　市  政策秘書課主事 木谷　昌経
 身　延　町  政策室副主幹 佐藤　成人
 富 士 川 町 企画課主査 土橋　　学
 鳴　沢　村  総務課主事 渡辺　知貴
 小　菅　村  総務課副主査 守重　公英
 山　梨　県  市町村課主事 佐藤　祐一
 山梨県市長会 総務課主事 金丸　太一
 山梨県町村会 総務課副主幹 原　　和昭

役職名　　　　　     団体名　　　　　　　　 職名　　　　　　　　     氏名　

市町村職員情報誌「やまなし自治の風」編集委員会委員名簿

　今回の特集は、多くの編集委員から提案のあった「公共施設白書」を取り上げ、今後の公
共施設のあり方や県内で既に作成済みの2市の取組みを特集いたしました。
　また、東日本大震災からこれまでの間、中長期的に被災市町村へ派遣され、被災地での業
務に携わった職員の方々に、今号と次号の2回に分けて、被災地の現状や業務内容等紹介し
ていただいています。
　本誌は、今後も市町村職員情報誌として、編集委員と共に、一層の内容の充実等図って参
りたいと思います。皆様から、特集のテーマをはじめご意見等お寄せいただけますようお願い
いたします。
　結びに、大変お忙しい中、執筆していただいた皆様には、深く感謝を申し上げます。

編集後記

 Hirotatsu  Torihara
鳥原  弘達さん

　どこの自治体でも少子化や若年者の都市部への流出による人口減少は喫緊の課
題です。北杜市においても、出生人口は年々減少しており、２０歳・３０歳代の若年者
は市外へ転出している状況です。
　子育てへの支援策としては、保育料第２子目以降の無料化、放課後児童クラブの
低額での利用、ファミリー・サポート・センターの設置、放課後子ども教室の積極的な
実施など、子どもの成長に合わせた子育て支援を推進し、子育てしやすいまちを目
指しています。
　一方で、北杜市の豊かな自然や充実した子育て支援策に魅力を感じた子育て世帯
が、北杜市へ移住・定住するための住環境が不足していました。
　そこで、子育て世帯に移住・定住してもらうための住環境の整備として、子育て支
援住宅を建設することになりました。この住宅は、これまでの市営住宅とは異なり、
子育て世帯が入居しやすい要件や家賃の設定としたり、子育て世帯向けの設備を整
えたり、定住に向けた支援を行ったりしていく予定です。
　“一流の田舎まち　北杜市”の、豊かな自然のなかで、子育てを楽しみませんか。

子育て支援

のとき
ひと

 （ 北杜市　福祉部　子育て支援課　
    少子化対策担当）
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　平成２６年４月24日に山梨県立リニア見学センターがリニューアルオープンします。
　リニア実験線で行われているL0（エル・ゼロ）系車両による走行試験の様子を間近で見学できることに加え、鉄道の世界最速記録を樹
立した試験車両やリニア開通後の山梨を表現した大型ジオラマなどを展示します。また、超電導リニアの仕組みを理解するための装置や
実験、浮上走行が体験できる乗り物など体験・学習機能を充実させた施設となります。


